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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　前主面及び後主面を備える基材を有し、前記後主面が積層体を有する多層反射防止膜で
被覆されている眼鏡レンズであって、
　前記屈折率は、波長５５０ｎｍにおける屈折率を表し、
　可視領域における前記後主面の平均反射率Ｒｍは、１．１５％以下であり、
　可視領域における前記後主面の平均光反射率ＲＶは、１％以下であり、
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によって重み付
けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率ＲＵＶは、３０°の
入射角及び４５°の入射角の両方に対して、５％未満であり、
　前記多層反射防止膜は、７以下の数の層を有し、
　前記多層反射防止膜は、酸化インジウムをベースとする厚さ１５ｎｍより厚いいかなる
層をも有しておらず、
　前記多層反射防止膜の外層は、シリカをベースとする層であり、
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの少なくとも１つの波
長範囲に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％超であるか、または
、
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９０ｎｍの波長範囲の少なくと
も７０％に亘って、１５°の入射角に対して、１０％超であって、
　前記多層反射防止被膜は、前記基材から遠ざかる方向において、８～２５ｎｍの厚さを
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持つ１．６より高い屈折率の層と、１０～３５ｎｍの厚さを持つ１．５より低い屈折率の
層と、７５～１０５ｎｍの厚さを持つ１．６より高い屈折率の層と、３～１０ｎｍの厚さ
を持つ導電層、及び、７０～９５ｎｍの厚さを持つ１．５より低い屈折率の層を有するか
、または、
　前記多層反射防止被膜は、前記基材から遠ざかる方向において、２０～６５ｎｍの厚さ
を持つ１．６より高い屈折率の層と、１０～３０ｎｍの厚さを持つ１．５より低い屈折率
の層と、５～７５ｎｍの厚さを持つ１．６より高い屈折率の層と、２０～７５ｎｍの厚さ
を持つ１．６より高い屈折率の層と、３～１０ｎｍの厚さを持つ導電層、及び、６０～８
５ｎｍの厚さを持つ１．５より低い屈折率の層を有する眼鏡レンズ。
【請求項２】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの少なくとも１つの波
長範囲に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、６％超である請求項１に
記載のレンズ。
【請求項３】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの少なくとも１つの波
長範囲に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、１０％超である請求項２
に記載のレンズ。
【請求項４】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の少なくと
も２０％に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％超である請求項１
～３のいずれか１項に記載のレンズ。
【請求項５】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の少なくと
も２０％に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、６％超である請求項４
に記載のレンズ。
【請求項６】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の少なくと
も２０％に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、８％超である請求項５
に記載のレンズ。
【請求項７】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の少なくと
も７０％に亘って、１５°の入射角に対して、１０％超である請求項１～６のいずれか１
項に記載のレンズ。
【請求項８】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９０ｎｍの波長範囲の少なくと
も７０％に亘って、１５°の入射角に対して、１０％超である請求項１～７いずれか１項
に記載のレンズ。
【請求項９】
　前記平均反射率は、前記後面について、２８０ｎｍ～２９０ｎｍの波長範囲の少なくと
も７０％に亘って、１５°の入射角に対して、１５％超である請求項１～８いずれか１項
に記載のレンズ。
【請求項１０】
　前記多層反射防止膜は、ＳｉＯ２ベース層を有する副層に堆積されている請求項１～９
のいずれか１項に記載のレンズ。
【請求項１１】
　前記ＳｉＯ２ベース層は、少なくともシリカ含有量８０重量％含む請求項１０に記載の
レンズ。
【請求項１２】
　前記ＳｉＯ２をベース層は、１００～３００ｎｍの厚さを有する請求項１１に記載のレ
ンズ。
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【請求項１３】
　前記副層は、摩耗防止被膜上に堆積される請求項１０～１２のいずれか１項に記載のレ
ンズ。
【請求項１４】
　前記摩耗防止被膜は、少なくとも１つのアルコキシシラン、及び／又は、それらの加水
分解物を有する組成物により調製される請求項１３に記載のレンズ。
【請求項１５】
　２９０ｎｍと３３０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率Ｒｍ－ＵＶ１は、１５°の入
射角に対して、１５％未満である請求項１～１４のいずれか１項に記載のレンズ。
【請求項１６】
　３００ｎｍと３２０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率Ｒｍ－ＵＶ２は、１５°及び
／又は３０°及び／又は４５°の入射角に対して、４％未満である請求項１～１５のいず
れか１項に記載のレンズ。
【請求項１７】
　３００ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率Ｒｍ－ＵＶ３は、１５°の入
射角に対して、５％未満である請求項１～１６のいずれか１項に記載のレンズ。
【請求項１８】
　可視領域における前記後主面の平均反射率Ｒｍは、１％以下である請求項１～１７のい
ずれか１項に記載のレンズ。
【請求項１９】
　可視領域における前記後主面の平均光反射率Ｒｖは、０．９０％以下である請求項１～
１８のいずれか１項に記載のレンズ。
【請求項２０】
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によって重み付
けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率ＲＵＶが、３０°の
入射角及び４５°の入射角に対して、４．５％未満または以下である請求項１～１９のい
ずれか１項に記載のレンズ。
【請求項２１】
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によって重み付
けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率ＲＵＶが、３０°の
入射角及び４５°の入射角に対して、４％未満または以下である請求項２０に記載のレン
ズ。
【請求項２２】
　前記多層反射防止膜は、いかなるＭｇＦ２層を有していない請求項１～２１のいずれか
１項に記載のレンズ。
【請求項２３】
　前記副層は、２～１０μｍの厚さを有する摩耗防止被膜上に堆積される請求項１３に記
載のレンズ。
【請求項２４】
　３００ｎｍと３２０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率Ｒｍ－ＵＶ２は、１５°及び
／又は３０°及び／又は４５°の入射角に対して、３％未満である請求項１６に記載のレ
ンズ。
【請求項２５】
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によって重み付
けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率ＲＵＶは、３０°の
入射角及び４５°の入射角に対して、３％未満または以下である請求項２１に記載のレン
ズ。
【請求項２６】
　前記多層反射防止膜は、５層を有する請求項１～２５のいずれかに記載のレンズ。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、その後面、及び必要に応じてその前面に、ＵＶＡ及びＵＶＢ発光領域と、可
視領域とにおいて、反射を強力に減少させる反射防止膜を有する光学部品に関する。この
光学部品は、とりわけ、眼鏡レンズ、特に、着色ソーラーレンズである。
【背景技術】
【０００２】
　太陽スペクトルは、様々な波長をもつ電磁放射線、特に、紫外線（ＵＶ）を有する。こ
のＵＶスペクトルは、多くの帯域、特に、ＵＶＡ、ＵＶＢ及びＵＶＣ帯域を持つ。地表に
到達するこれらのＵＶ帯域の中で、ＵＶＡ帯域、３１５ｎｍ～３８０ｎｍの範囲、及びＵ
ＶＢ帯域、２８０ｎｍ～３１５ｎｍの範囲が、特に、網膜に有害である。
【０００３】
　従来の反射防止膜は、可視領域、典型的には３８０ｎｍ～７８０ｎｍのスペクトル領域
内においてレンズ表面の反射を減少させるように設計され、最適化されている。一般に、
紫外領域（２８０～３８０ｎｍ）における反射は、最適化されておらず、しばしば、従来
の反射防止膜それ自体によって強調されている。論文「反射防止膜が紫外線を反射する」
"Anti-reflective coatings reflect ultraviolet radiation", Citek, K. Optometry 20
08, 79, 143-148は、この現象を強調している。
【０００４】
　ＵＶＡ及びＵＶＢ領域における平均反射は、こうして、従来の反射防止レンズに対して
、高いレベル（６０％まで）に達しているかもしれない。例えば、これらの近年の間に、
ほとんどの製造業者によって上市されている非ソーラー反射防止部品に関しては、ＵＶ平
均反射は、３０°～４５°の入射角に対して、１０～２５％の範囲にある。装着者の全面
から来て、装着者の目（垂直入射、０～１５°）に到達する紫外線の大部分は、眼鏡レン
ズ基材によって吸収されるので、レンズの前面においては問題が無い。
　紫外線透過に対するより良い保護を、ソーラー眼鏡レンズを通して得ることができる。
そして、ソーラー眼鏡レンズは、可視スペクトル光度を減少させ、ＵＶＢを全面的に吸収
し、ＵＶＡを全面的に又は部分的に吸収するように研究され、設計されている。
【０００５】
　他方、装着者の後に置かれている光源に起因する紫外線は、もし、レンズに紫外線に有
効である反射防止膜が設けられていないならば、レンズ後面で反射し、装着者の目に達し
、その結果、装着者の健康に影響を与える可能性がある。そのような現象は、眼に入る迷
走反射のリスクを増加させる大径のファッションサングラスのトレンドによってより強く
なる。
　レンズ後面で反射され、装着者の目に達する光線は、狭い入射角範囲、３０～４５°（
斜め入射）の範囲を持つことが認められている。
　現在は、後面からの紫外線反射に関する基準はない。
【０００６】
　紫外領域に有効であり、紫外線を反射するよりはむしろ透過及び／又は吸収する反射防
止膜を製作する方法を取り扱う多くの特許がある。しかしながら、全紫外領域に亘る反射
防止性能を最適化することは、一般的に、可視領域における反射防止性能に有害であるこ
とが明らかとなっている。逆に、可視領域における反射防止性能を最適化することが、満
足できる反射防止性能を紫外領域において得ることができることは確認されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】ＥＰ　１１７４７３４
【特許文献２】ＷＯ　９７／２８４６７
【特許文献３】ＵＳ　４８５２９７４
【特許文献４】ＷＯ　２０１０／１２５６６７
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ＥＰ出願ＥＰ１１７４７３４は、反射防止膜表面の反射が２８０～７００ｎｍの波長領
域内において、生のままの光学部品表面の反射に比較してより低いように設計された多層
反射防止膜をその後面に有する眼鏡レンズを開示している。この反射防止膜の機能は、装
着者の目に紫外線が達することを防止するために、装着者の後から入ってくる、又は装着
者の顔によって反射される紫外線の反射を、レンズの後面において最小化することにある
。
　このＥＰ出願に記載されている反射防止膜は、紫外領域において極めて有効である。し
かしながら、可視領域におけるそれらの平均反射率を改善することが賢明であろう。また
、考案された積層体は、時々、比較的に複雑であり、１０層までを持つ。
　層の数が多くなればなるほど、広い波長領域内において有効な反射防止膜の製品はより
易しくなる。しかしながら、そのような複雑な反射防止膜を作製することは、より大量の
材料が必要となり、製造工程が最後までより長くなるので、経済的な観点からはそれ程興
味あることではない。
【０００９】
　ＰＣＴ出願ＷＯ　９７／２８４６７は、４層反射防止積層体ＨＩ／ＬＩ／ＨＩ／ＬＩで
被覆されたフォトクロミック基材を有する透明なフォトクロミック部品を開示しており、
ここで、ＨＩは、高屈折率層を意味し、ＬＩは、低屈折率層を意味する。このような被膜
は、フォトクロミック化合物の活動を可能にする波長領域である３５０°と４００°との
間の反射を最小化することによって、フォトクロミック基材内又は基材上に存在するフォ
トクロミック化合物の挙動を邪魔しないように設計されている。こうして用意された反射
防止膜は、ＵＶＡ領域において有効であるが、この特性は、可視領域における反射防止性
能の重要な低下を伴う。
【００１０】
　米国特許第４８５２９７４号は、フォトクロミック基材と、伝達されていない入射角に
対し、２９０ｎｍと３３０ｎｍとの間の平均反射率が１５％より高く、かつ、３３０ｎｍ
と３８０ｎｍとの間の平均反射率が４％より低い多層反射防止膜とを有する光学部品を開
示している。このような反射防止膜は、フォトクロミック基材に含まれるフォトクロミッ
ク化合物の寿命を延ばすことができるが、紫外線相対効率が最も高い範囲（２９０～３０
０ｎｍ）内において比較的効率が悪い。さらに、可視領域の反射防止膜の性能の改善が望
まれるであろう。
【００１１】
　ＰＣＴ出願ＷＯ　２０１０／１２５６６７は、装着者の後から入ってくる紫外線のレン
ズ後面の反射を減少させることを可能にし、その結果、紫外線が装着者の目に到達できな
い反射防止膜をその後面に備える眼鏡レンズを開示している。
【００１２】
　そのため、本発明の目的は、その後面に、可視領域において極めて良好な反射防止性能
を持ち、同時に、生のままの基材又は従来の反射防止膜を有する基材と比較して、紫外線
、特に紫外－Ａ光線及び紫外－Ｂ光線の反射を著しく減少させることでき、その製造が工
業的規模で容易である紫外線防止、反射防止膜を有する無機又は有機ガラスの基材を備え
る透明な光学部品、特に現況レンズを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、複数の薄層からなり、それらの厚さ及び材料が可視領域及び紫外領域の両方
において満足できる反射防止性能を得るように選択された積層体を有する、改善された概
念を持つ反射防止膜を提供するものである。
　紫外太陽放射線分布は、ＵＶ太陽放射線の相対スペクトル効率によって調整され、そし
て、それは、（紫外－Ｂ光線の領域に属する）２８０ｎｍ～２９５ｎｍの範囲において０
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又はほとんど０である。本発明は、この波長領域内の低い反射防止性能を持つ反射防止膜
を提供することにあり、こうして、可視領域、及びそのような放射線の相対スペクトル効
率によって調整された太陽放射線分布が装着者の対して高い（３００～３２０ｎｍ）紫外
領域において、極めて効率の良い反射防止膜を得ることができる。こうして、本発明に係
る反射防止膜は、装着者に影響を与えることなく、２８０～２９５ｎｍの領域においてよ
り高い分光反射率を許容する。
【００１４】
　それゆえ、本発明は、前主面及び後主面を備える基材を有し、後主面は、１．６より高
い屈折率を持つ少なくとも１つの層と、１．５より低い屈折率を持つ少なくとも１つの層
との積層体を有する多層反射防止膜で被覆されている光学部品、好ましくは、眼鏡レンズ
であって、
　可視領域における前記後主面の平均反射率Ｒｍが、１．１５％以下であり、
　可視領域における前記後主面の平均光反射率Ｒｖが、１％以下であり、
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によって重み付
けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後主面の平均反射率ＲＵＶが、３０°の
入射角及び４５°の入射角に対して、５％未満であり、
　多層反射防止膜が、３以上、かつ７以下、好ましくは６以下、より好ましくは５以下の
数の層を有し、
　多層反射防止膜が、酸化インジウムをベースとする厚さ２０ｎｍ以上のいかなる導電層
をも有しておらず、
　多層反射防止膜の外層が、シリカをベースとする層である光学部品、好ましくは、眼鏡
レンズに関する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、１５°、３０°及び４５°の入射角に対して、本願の実施例において準
備されたいくつかのレンズの後面の表面の反射率の変動を波長の関数として示す。
【図２】図２は、１５°、３０°及び４５°の入射角に対して、本願の実施例において準
備されたいくつかのレンズの後面の表面の反射率の変動を波長の関数として示す。
【図３】図３は、１５°、３０°及び４５°の入射角に対して、本願の実施例において準
備されたいくつかのレンズの後面の表面の反射率の変動を波長の関数として示す。
【図４】図４は、１５°、３０°及び４５°の入射角に対して、本願の実施例において準
備されたいくつかのレンズの後面の表面の反射率の変動を波長の関数として示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明は、添付の図面を参照してより詳細に説明されるであろう。
　本願において、光学部品が、その表面上に１以上の被膜を有する時、「部品上に１つの
層又は１つの被膜を堆積すること」という表現は、１つの層又は１つの被膜が、部品の外
側被膜の外側の（露出した）表面上に堆積されること、即ち、その被膜は、基材から最も
遠く離れていることを意味するようにされている。
【００１７】
　基材「上に」あると言われる、又は基材「上に」堆積される被膜は、（i）前記基材の
上に位置している被膜、（ii）必ずしも前記基材と接触しているわけではない被膜、即ち
、１以上の中間被膜が前記基材と問題となっている被膜との間に配置され得ること、（ii
i）必ずしも前記基材を完全に覆っているわけではない被膜として定義される。
　好ましい実施形態においては、基材上の被膜、又は基材上に堆積された被膜は、この基
材に直接接触している。
【００１８】
　「層１が層２の下に横たわっている」時、層２が層１より基材からより遠くに離れてい
ることを意味するようにされている。
　ここで、用いられているように、基材の後（又は内）面は、部品が使用される時、装着
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者の目から最も近い面を意味するようにされている。それは、通常、凹面である。これに
対して、基材の前面は、部品が使用される時、装着者の目から最も遠く離れた面である。
それは、通常、凸面である。
【００１９】
　概して、本発明に係る光学部品の反射防止膜は、「紫外線防止、反射防止被膜」と呼ば
れるが、これを、如何なる基材上にも、好ましくは、有機レンズ基材、例えば、熱可塑性
又は熱硬化性樹脂材料上にも、堆積することができる。
　基材に適切に使用されるべき熱可塑性樹脂材料としては、（メタ）アクリル酸（コ）ポ
リマ、特に、メチルポリ（メタクリレート）（ＰＭＭＡ）、チオ（メタ）アクリル酸（コ
）ポリマ、ポリビニルブチラール（ＰＶＢ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリウレタン
（ＰＵ）、（ポリ）チオウレタン、ポリオールアリルカーボネート（コ）ポリマ、エチレ
ン／ビニルアセテート熱可塑性コポリマ、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）又はポ
リブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）のようなポリエステル、ポリエピスルフィド、ポリ
エポキシド、ポリカーボネート／ポリエステルコポリマ、エチレン／ノルボルネンコポリ
マ、又は、エチレン／シクロペンタジエンコポリマのようなシクロオレフィンコポリマ、
及びそれらからなる化合物が含まれる。
【００２０】
　ここで用いられているように、（コ）ポリマは、コポリマ又はポリマを意味するように
されている。ここで用いられているように、（メタ）アクリレートは、アクリレート又は
メタクリレートを意味するようにされている。ここで用いられているように、ポリカーボ
ネート（ＰＣ）は、ホモポリカーボネート又はコポリカーボネートのどちらか、及びブロ
ックコポリカーボネートを意味するようにされている。
　特に推奨される基材としては、ジエチレングリコールとビス－アリル－カーボネートの
共重合から得られる、例えば、ＰＰＧインダストリーズ社製、商品名ＣＲ－３９Rで販売
される基材（ＯＲＭＡRレンズ、ＥＳＳＩＬＯＲ）、又は、フランス特許ＦＲ　２７３４
８２７の明細書中に記載されるような、チオ（メタ）アクリレートモノマの共重合から得
られるような基材が含まれる。前記基材は、上記モノマ化合物の重合から得られても良い
し、又は、さらに、そのようなポリマ及び（コ）ポリマの混合物からなっていてもよい。
【００２１】
　必要に応じて被覆された基材、例えば、耐摩耗性層及び／又は耐引っ掻き性被膜又は副
層を持つ基材上に反射防止膜を堆積するに先立って、この必要に応じて被覆された基材の
表面は、反射防止膜の密着性を強化するために、通常、物理的又は化学的表面活性化処理
を受ける。このような前処理は、一般に真空下で行われる。それは、活性の高い、及び／
又は反応性の高い種を用いた、例えば、イオンビーム（「イオンプレクリーニング」又は
「ＩＰＣ」）を用いた、又は、電子ビーム、コロナ放電処理、イオンスパレーション（sp
allation）処理、紫外線処理、又は、真空下での、一般に、酸素又はアルゴンプラズマを
用いたプラズマ媒介処理（plasma-mediated treatment）を用いたボンバードメント（bom
bardment）であっても良い。また、それは、酸性又は塩基性処理、及び／又は、溶剤性（
solvent-based）処理（水、過酸化水素、又は任意の有機溶剤）であっても良い。
【００２２】
　本願においては、Ｒｍで表される「平均反射率」は、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　
規格において定義され、ＩＳＯ　８９８０－４　規格に従って（１７°未満、典型的には
、１５°の入射角に対して）測定されるようなもので、即ち、これは、４００ｎｍと７０
０ｎｍとの間の全可視スペクトルに亘る（重み付けされていない）スペクトル反射率平均
である。
【００２３】
　ＲＶで表される「平均光反射率」は、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定
義され、ＩＳＯ　８９８０－４　規格に従って（１７°未満、典型的には、１５°の入射
角に対して）測定されるようなもので、即ち、これは、３８０ｎｍと７８０ｎｍとの間の
全可視スペクトルに亘る、重み付けされたスペクトル反射率平均である。
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【００２４】
　Ｒｍ－ＵＶＡ１で表される２９０ｎｍと３３０ｎｍとの間の平均光反射率は、類推によ
って定義されることができ、２９０ｎｍと３３０ｎｍとの間の平均スペクトル反射率に相
当する。本発明によれば、この反射率を、３０°～４５°の範囲の入射角において測定す
ることができる。Ｒｍ－ＵＶＡ及びＲｍ－ＵＶＢで表されるＵＶＡ及びＵＶＢの範囲にお
ける平均反射率は、同様に定義され、それらの和は、Ｒｍ－ＵＶで表される紫外領域（２
８０ｎｍ～３８０ｎｍ）における平均反射率に相当する。
【００２５】
　最後に、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格において定義される関数Ｗ（λ）によっ
て重み付けされ、かつ、Ｒｍ－ＵＶで表される２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の平均反射
率を、以下の関係式で定義することができる。
【００２６】
【数１】

ここで、Ｒ（λ）は、所定の波長におけるレンズスペクトル反射率を表し、Ｗ（λ）は、
太陽放射照度Ｅｓ（λ）と効率相対スペクトル関数Ｓ（λ）との積に等しい重み関数を表
す。
【００２７】
　スペクトル関数Ｗ（λ）は、紫外線透過率を計算するのを可能にするが、ＩＳＯ　１３
６６６：１９９８　規格に従って定義される。それは、ＵＶＡ－光線に比べて、ＵＶＡ－
光線より有害であるＵＶＢ-光線を全体的に少なく放出する太陽スペクトルエネルギＥｓ
（λ）とスペクトル効率Ｓ（λ）との両方を同時に考慮に入れるので、装着者に対するそ
のような放射線の相対スペクトル効率によって調整される紫外太陽放射線分布を表すこと
は可能である。紫外領域におけるこれらの３つの関数に対する値が、以下の表に与えられ
ている。
【００２８】
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【表１】

【００２９】
　重み関数Ｗ（λ）は、２８０ｎｍと２９５ｎｍとの間では０、又はほとんど０であり、
重み付けされた平均反射率もまた、この波長範囲で０であることを意味することに注目す
べきである。これは、たとえ、反射レベルが、このスペクトル範囲に亘って高いとしても
、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間で計算された重み付けされた平均反射率の値ＲＵＶにと
っては重要ではないことを意味する。
【００３０】
　本発明によれば、基材の後面上に堆積された反射防止膜は、以下の通りである。
　－ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格に従って定義された関数Ｗ（λ）によって重み
付けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後面における平均反射率ＲＵＶは、３
０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％未満である。これは、これらの入射角に
対して、以下の４．５％、４％、３．５％、３％、２．５％、２％、１．５％の値の１つ
の値以下であることが好ましい。
　－光学部品の前記後面の可視領域における平均反射率Ｒｍは、１．１５％以下であり、
好ましくは、１％以下であり、より好ましくは、０．７５％以下であり、
　－光学部品の前記後面の可視領域における平均光反射率ＲＶは、１％以下であり、好ま
しくは、０．９０％以下であり、より好ましくは、０．８５％以下である。
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【００３１】
　本発明に係る紫外線防止、反射防止膜は、特に、３０°～４５°の範囲のレンズへの入
射角を持つ紫外線の眼に向かう反射を最小化するように設計されており、その好ましい特
徴は、以下に説明される。
　２９０ｎｍと３３０ｎｍとの間の前記後面の平均反射率Ｒｍ－ＵＶ１は、１５°の入射
角に対して、１５％未満であることが好ましく、より好ましくは１０％未満である。
　本発明の好ましい実施形態では、平均反射率は、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の
少なくとも２０％に亘って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％超であり
、より好ましくは６％超であり、さらにより好ましくは８％超である。
【００３２】
　本発明のさらに好ましい実施形態では、１５°の入射角に対して、２８０ｎｍ～２９５
ｎｍの波長範囲の少なくとも７０％に亘る、より好ましくは少なくとも８０％に亘る、さ
らにより好ましくは１００％に亘る平均反射率は、１０％超であり、より好ましくは１５
％超である。
　本発明のもう１つ他の実施形態では、１５°の入射角に対して、２８０ｎｍ～２９０ｎ
ｍの波長範囲の少なくとも７０％に亘る、より好ましくは少なくとも８０％に亘る、さら
により好ましくは１００％に亘る平均反射率は、１０％超であり、より好ましくは１５％
超である。
【００３３】
　そのような波長範囲内において、重み関数Ｗ（λ）は、０又はほとんど０である。もう
１つ他の実施形態では、平均反射率は、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの範囲の少なくとも１つ
の波長に対し、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％超であり、より好まし
くは６％超であり、さらにより好ましくは１０％超である。
　平均反射率は、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲、又は２８０ｎｍ～２９０ｎｍの波
長範囲において高いので、反射防止特性をスペクトル範囲のもう１つ他の部分、即ち、可
視領域において改善することができる。
【００３４】
　好ましくは、３００ｎｍと３２０ｎｍとの間の前記後面における平均反射率Ｒｍ－ＵＶ

２は、１５°及び／又は３０°及び／又は４５°の入射角に対して、４％未満であり、よ
り好ましくは３％未満である。これは、レンズ装着者にとっては、特に、興味深い。と言
うのは、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格に従って定義された重み関数Ｗ（λ）は、
そのような紫外線波長範囲内では極めて高く、３１０ｎｍで最大レベルに達するからであ
る。
　好ましくは、３００ｎｍと３８０ｎｍとの間の前記後面における平均反射率Ｒｍ－ＵＶ

３は、１５°の入射角に対して、５％未満であり、より好ましくは４．５％未満である。
　その分野の一般的な知識を持つ当業者であれば、異なる所望のパラメータＲｍ－ＵＶ１

、Ｒｍ－ＵＶ２、Ｒｍ－ＵＶ３、ＲＵＶ、Ｒｍ、及びＲＶを持つように、反射防止膜の種
々の層のための適した材料や厚さを十分に選択することができる。
【００３５】
　本発明の多層反射防止膜は、高い屈折率を持つ少なくとも１つの層と低い屈折率を持つ
少なくとも１つの層との積層体を有する。より好ましくは、これは、高い屈折率（ＨＩ）
を持つ少なくとも２つの層と低い屈折率（ＬＩ）を持つ少なくとも２つの層との積層体を
有する。ここで、これは、反射防止膜における全層数が、３以上であり、好ましくは、４
以上、かつ、７以下、より好ましくは、６以下、さらにより好ましくは、５以下、最も好
ましくは、５層であるので、単一の積層体である。
【００３６】
　ここで使用されているように、反射防止膜の１つの層は、１ｎｍ以上の厚さを持つよう
に定義される。こうして、１ｎｍ未満の厚さを持ついかなる層も、反射防止膜における層
の数をカウントする際に、考慮されないであろう。どちらの副層も、反射防止膜における
層の数をカウントする際に、考慮されない。
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　他に特に記述されない限り、本願に開示される全ての厚さは、物理的厚さに関する。
【００３７】
　本発明の一実施形態によれば、ＨＩ層及びＢＩ層は、積層体中で交互に積層していても
よいが、交互に積層していなくてもよい。二つ（又はそれ以上）のＨＩ層は、互いに堆積
されていてもよく、同様に、二つ（又はそれ以上）のＬＩ層も互いに堆積されていてもよ
い。
　本願において、反射防止膜の層は、屈折率が１．６超、好ましくは、１．６５以上、よ
り好ましくは、１．７以上、さらに好ましくは、１．８以上、最も好ましくは、１．９以
上の場合、高屈折率（ＨＩ）層という。前記ＨＩ層は、屈折率が２．１未満であることが
好ましい。反射防止膜の層は、屈折率が１．５以下、好ましくは、１．４８以下、より好
ましくは、１．４７以下の場合、低屈折率（ＬＩ）層という。前記ＬＩ層は、屈折率が１
．１超であることが好ましい。
　特段の定めのない限り、本願で言及される屈折率は、波長５５０ｎｍ、２５℃における
屈折率を表わす。
【００３８】
　ＨＩ層は、当該技術においては周知の、従来の高屈折率層である。一般に、ＨＩ層は、
それらに限定されないが、ジルコニア（ＺｒＯ２）、二酸化チタン（ＴｉＯ２）、アルミ
ナ（Ａｌ２Ｏ３）、五酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）、酸化ネオジウム（Ｎｄ２Ｏ５）、プ
ラセオジム酸化物（Ｐｒ２Ｏ３）、プラセオジムチタネート（ＰｒＴｉＯ３）、Ｌａ２Ｏ

３、Ｎｂ２Ｏ５、Ｙ２Ｏ３のような一以上の金属酸化物からなる。必要に応じて、ＨＩ層
は、上で示したように、１．６超の屈折率を持つのであれば、さらに、シリカ、又は、低
屈折率を有するその他材料を含んでいてもよい。好ましい材料としては、ＴｉＯ２、Ｐｒ
ＴｉＯ３、ＺｒＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｙ２Ｏ３、及び、それらからなる混合物が含まれる。
【００３９】
　ＬＩ層もまた、周知であり、それらに限定されないが、ＳｉＯ２、又は、シリカ及びア
ルミナの混合物、特にアルミナをドープしたシリカからなっていてもよく、後者は、反射
防止膜の耐熱性を向上させるのに寄与する。ＬＩ層は、該層の総重量に対して、好ましく
は、シリカ含有量８０重量％以上、より好ましくは、シリカ含有量９０重量％以上からな
る層、さらに好ましくは、シリカ層である。好ましくは、反射防止膜のＬＩ層は、ＭｇＦ

２層ではない。
　必要に応じて、ＬＩ層は、それにより得られる層の屈折率が１．５以下であれば、さら
に、高屈折率を有する材料を含んでいてもよい。
【００４０】
　ＳｉＯ２及びＡｌ２Ｏ３の混合物からなるＬＩ層が用いられる場合、層中のＳｉＯ２及
びＡｌ２Ｏ３を足した総重量に対して、Ａｌ２Ｏ３の含有量は、好ましくは、１～１０重
量％、より好ましくは、１～８重量％、さらに好ましくは、１～５重量％である。
　例えば、Ａｌ２Ｏ３が、４重量％以下ドープされたＳｉＯ２、又は、Ａｌ２Ｏ３が、８
重量％添加されたＳｉＯ２を用いてもよい。Ｕｍｉｃｏｒｅ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ＡＧ
社製、ＬＩＭＡR（５５０ｎｍにおける屈折率ｎ＝１．４８～１．５０）、又は、Ｍｅｒ
ｃｋ　ＫＧａＡ社製、Ｌ５R（５００ｎｍにおける屈折率ｎ＝１．４８）のような、上市
されているＳｉＯ２／Ａｌ２Ｏ３混合物を用いてもよい。
【００４１】
　反射防止膜の外層は、シリカベース層である必要があり、該層の総重量に対して、好ま
しくは、シリカ含有量８０重量％以上、より好ましくは、シリカ含有量９０重量％以上か
らなる層（例えば、アルミナがドープされたシリカ層）、さらに好ましくは、シリカ層で
ある。
　一般に、ＨＩ層は、１０～１２０ｎｍの範囲の物理的厚さを有し、ＬＩ層は、１０～１
００ｎｍの範囲の物理的厚さを有する。
　一般に、反射防止膜の総厚さは、１マイクロメートル未満であり、好ましくは、８００
ｎｍ以下、より好ましくは、５００ｎｍ以下、さらに好ましくは、２５０ｎｍ以下である
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。反射防止膜の総厚さは、一般に、１００ｎｍ超、好ましくは、１５０ｎｍ超である。
【００４２】
　好ましくは、反射防止膜は、９０ｎｍ超、より好ましくは、７０ｎｍ超の厚さを持つチ
タン酸化物からなる如何なる層も含まない。反射防止膜中に、チタン酸化物からなる幾つ
かの層が存在する場合、該層の総厚さは、好ましくは、９０ｎｍ未満、より好ましくは、
７０ｎｍ未満である。最も好ましくは、反射防止膜は、如何なるチタン酸化物含有層も含
まない。チタン酸化物含有層は、光分解に対して実に敏感である。ここで用いられるよう
な、チタン酸化物とは、二酸化チタン、又は、準化学量論的チタン酸化物（ＴｉＯｘ、ｘ
＜２）を意味する。
【００４３】
　本発明の一実施形態において、反射防止膜は、副層上に堆積される。そのような反射防
止膜副層は、反射防止膜には属さないということに留意すべきである。
　ここに用いられているように、反射防止膜副層又は接着層は、前記被膜の耐摩耗性及び
／又は耐引っ掻き性のような機械的特性を改善するために、かつ／又は基材若しくはその
下側の被膜とのその接着性を強化するように使用される比較的厚い被膜を意味するように
される。
　その比較的厚い厚さのために、副層は、特に、それが、（一般に摩耗防止及び引っ掻き
防止被膜である）下側の被膜の屈折率に、又は、もし副層が基材上に直接堆積されている
ならば、基材の屈折率に近い屈折率を持つ時、一般に、反射防止光学活性の一部を担うこ
とはない。
【００４４】
　副層は、反射防止膜の耐摩耗性を増進するのに十分な厚さを持つべきであるが、好まし
くは、光吸収が、生じ得ると言うほどまでではなく、副層の性質に依存して、相対透過率
τｖを著しく減少させることができるであろう。その厚さは、一般に、３００ｎｍ未満で
あり、より好ましくは、２００ｎｍ未満であり、かつ、一般に、９０ｎｍ超であり、より
好ましくは、１００ｎｍ超である。
【００４５】
　副層は、ＳｉＯ２ベース層であるのが好ましく、この層は、該層の総重量に対して、シ
リカの含有量が少なくとも８０重量％、より好ましくは、シリカ含有量が９０重量％以上
からなり、さらに好ましくは、シリカ層からなる。そのようなシリカベース層の厚さは、
一般に、３００ｎｍ未満、より好ましくは、２００ｎｍ未満であり、かつ、一般に、９０
ｎｍ超であり、より好ましくは、１００ｎｍ超である。
　もう1つ他の実施形態では、ＳｉＯ２ベース層は、上記で定義された量でアルミナが添
加されたシリカ層であり、アルミナが添加されたシリカ層よりなるのが好ましい。
　特別な実施形態では、副層は、ＳｉＯ２層よりなる。
【００４６】
　単一層タイプの副層が用いられるのが好ましい。しかしながら、副層は、特に、副層、
と下側の層（又は、もし、副層が基材上に直接堆積されているならば、基材）とが、実質
的に異なる屈折率を持つ時に、積層（多層化）されていても良い。これは、特に、下側の
層が、一般に、摩耗防止及び／又は引っ掻き防止被膜、又は、基材であるが、それが、高
い屈折率、即ち、１．５５以上の屈折率、好ましくは、１．５７以上の屈折率を持つ時に
当てはまる。
　このケースでは、副層は、主層と呼ばれる９０～３００ｎｍの厚さの層に加えて、必要
に応じて被覆された基材と、一般に、シリカベース層であるそのような９０～３００ｎｍ
の厚さの層との間で交互に配置される、好ましくは、多くとも３つの追加層、より好まし
くは、多くとも２つの追加層を有する。これらの追加層は、好ましくは薄い層であり、そ
の機能は、適切な方法で、副層／下側の層の境界面、又は副層／基材の境界面における反
射を制限する狙うものである。
【００４７】
　多層化副層は、好ましくは、主層に加えて、高い屈折率、及び、８０ｎｍ以下の厚さ、
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より好ましくは、５０ｎｍ以下の厚さ、最も好ましくは、３０ｎｍ以下の厚さを持つ層を
有する。高い屈折率を持つそのような層は、適切な方法で、高い屈折率を持つ基材、又は
高い屈折率を持つ下側の層と直接接触している。勿論、この実施形態は、たとえ、基材（
又は下側の層）が、１．５５未満の屈折率を持つとしても、用いられても良い。
　もう１つの代案として、副層は、主層及び高い屈折率を持つ上述の層に加えて、１．５
５以下の屈折率、好ましくは、１．５２以下の屈折率、より好ましくは、１．５０以下の
屈折率を持ち、かつ、８０ｎｍ以下の厚さ、好ましくは、５０ｎｍ以下の厚さより好まし
くは、３０ｎｍ以下の厚さを持つＳｉＯ２ベース材料（即ち、好ましくはシリカの含有量
が少なくとも８０重量％からなる）製の層を有し、そしてその上に、高い屈折率を持つ前
記層が堆積されている。典型的に、この例では、副層は、必要に応じて被覆された基材上
にこの順序で堆積された、２５ｎｍ厚さのＳｉＯ２層、１０ｎｍ厚さのＺｒＯ２又はＴａ

２Ｏ５層、及びその後の副層の主層を有する。
【００４８】
　本発明の光学部品は、帯電防止がなされていても良く、即ち、その部品の表面に存在す
る積層体に少なくとも１つの導電層を組み入れることによって、実質的な静電荷を保持及
び／又は発達させないように作られていても良い。
　１枚の布で擦った後、又は静電荷（コロナ等によって印加される電荷）を発生させる他
の手順を使用した後に得られる静電荷をガラスが取り去る能力は、前記電荷を消散させる
ための時間を測定することによって定量化されても良い。こうして、帯電防止ガラスは、
約数百ミリ秒、５００ｍｓ未満の放電時間を持つのに反して、帯電ガラスでは、約数十秒
である。本願では、放電時間は、フランス出願ＦＲ２９４３７９８に開示された方法に従
って測定された。
【００４９】
　ここで用いられているように、「導電層」、又は「帯電防止層」は、（即ち、５００ｎ
ｍ超の放電時間を持つ）非帯電防止基材の表面上のその存在により、静電荷がその表面上
に印加された後、５００ｎｍ以下の放電時間を持つことを可能にする層を意味するとされ
ている。
　導電層は、その反射防止特性が影響を与えない限り、積層体の種々の場所に、一般に、
反射防止膜内に、又は反射防止膜に接触して配置されても良い。導電層は、反射防止膜の
２つの層の間に配置されるのが好ましく、かつ／又は、そのような反射防止膜の高い屈折
率を持つ層に隣接しているのが好ましい。好ましくは、導電層は、反射防止膜の低い屈折
率を持つ層の直下に配置され、より好ましくは、反射防止膜のシリカベース外層の直下に
配置されることによる、反射防止膜の最後から２番目の層である。
【００５０】
　導電層は、反射防止膜の透明性を変えることの無いほど十分に薄いべきである。導電層
は、導電性、かつ高度に透明な材料、一般に、必要に応じて不純物がドープされた金属酸
化物から作製されているのが好ましい。この場合には、導電層の厚さは、好ましくは、１
～１５ｎｍで、より好ましくは、１～１０ｎｍで変化する。好ましくは、導電層は、イン
ジウム、スズ及び亜鉛の酸化物、並びにそれらの混合物から選択された、必要に応じて不
純物がドープされた金属酸化物を有する。スズ－インジウム酸化物（Ｉｎ２Ｏ３：Ｓｎ、
スズドープ酸化インジウム）、アルミニウムドープ酸化亜鉛（ＺｎＯ：Ａｌ）、酸化イン
ジウム（Ｉｎ２Ｏ３）、及び酸化スズ（ＳｎＯ２）が好ましい。最も好ましい実施形態で
は、導電性、かつ必要に応じて透明性の層は、スズ－インジウム酸化物層、著名なＩＴＯ
層、又は、酸化スズ層である。
　一般に、導電層は、積層体内において、限定的ではあるが、その薄い厚みのために、反
射防止特性を得るのに寄与しており、反射防止膜内の高い屈折率を持つ層を表す。これは
、ＩＴＯ層のような導電性かつ高度に透明な材料から作成されたそれらの層のケースであ
る。
【００５１】
　反射防止膜は、２０ｎｍ以上の厚さ、好ましくは１５ｎｍ超の厚さを持ち、酸化インジ
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ウムをベースとするいかなる層も有していない。複数の酸化インジウムベース層が反射防
止膜中に存在する時、それらの全厚みは、好ましくは２０ｎｍ未満であり、より好ましく
は１５ｎｍ未満である。ここで用いられているように、酸化インジウムベース層は、該槽
の全重量に対して、酸化インジウムの含有量が、少なくとも５０重量％からなる層である
ことを意味するようにされている。
　好ましい実施形態によれば、反射防止膜は、２０ｎｍ以上の厚さ、好ましくは１５ｎｍ
超の厚さを持ち、酸化インジウム、酸化スズ、又は酸化亜鉛を有するいかなる層も有して
いない。酸化インジウム、酸化スズ、又は酸化亜鉛を有する複数の層が反射防止膜中に存
在する時、それらの全厚みは、好ましくは２０ｎｍ未満であり、より好ましくは１５ｎｍ
未満である。
【００５２】
　反射防止膜の色々な層及び必要に応じた副層は、真空下で、以下の方法：i）必要に応
じたイオンビームアシスト蒸着によって、ii）イオンビームスパッタリングによって、ii
i）カソードスパッタリングによって、iv）プラズマアシスト化学蒸着によって、のいず
れかに従って、化学蒸着によって堆積されるのが好ましい。これらの色々な方法は、次の
参照文献「薄膜プロセス」及び「薄膜プロセスII」ボッセン（Ｖｏｓｓｅｎ）及びケルン
（Ｋｅｒｎ）著、アカデミック出版（Ａｃａｄｅｍｉｃ　Ｐｒｅｓｓ）、１９７８年及び
１９９１年発行に、それぞれ記載されている。特に推奨される方法は、真空蒸着である。
　好ましくは、反射防止膜の複数層及び必要に応じた副層の各々の層の堆積は、真空蒸着
によって行われる。
【００５３】
　好ましくは、本発明の反射防止膜は、１．６超の屈折率を持つ１、２又は３層よりなる
第１層又は複数層の重ね合わせを有し、この第１層又は複数層の重ね合わせは、１．５未
満の屈折率を持つ１又は２層よりなる第２層又は複数層の重ね合わせで被覆されている。
必要に応じて、第２層又は複数層の重ね合わせは、１．６超の屈折率を持つ１又は２層よ
りなる第３層又は複数層の重ね合わせで被覆されており、第３層又は複数層の重ね合わせ
自身は、１．５未満の屈折率を持つ１又は２層よりなる第４層又は複数層の重ね合わせで
被覆されている。
【００５４】
　特に好ましい実施形態によれば、紫外線防止、反射防止被膜は、必要に応じて１つ以上
の機能膜で被覆され、かつ、好ましくは１００～２００ｎｍ厚さの副層、好ましくはシリ
カの副層で被覆された基材の表面から始めて、８～２５ｎｍ、好ましくは８～２０ｎｍの
厚さを持ち、高い屈折率を持つ層、好ましくはジルコニアの層と、１０～３５ｎｍ、好ま
しくは１５～２５ｎｍの厚さを持ち、低い屈折率を持つ層、好ましくはシリカの層と、７
５～１０５ｎｍ、好ましくは７５～１００ｎｍ、より好ましくは８５～１００ｎｍ、さら
により好ましくは９０～１００ｎｍの厚さを持ち、高い屈折率を持つ層、好ましくはジル
コニアの層と、必要に応じて、３～１０ｎｍ、好ましくは４～８ｎｍの厚さを持つ導電層
と、６０～９５ｎｍ、好ましくは６５～９０ｎｍ、より好ましくは７０～９５ｎｍの厚さ
を持ち、低い屈折率を持つ層、好ましくはシリカの層と、を有する。
【００５５】
　もう１つ他の実施形態では、紫外線防止、反射防止被膜は、必要に応じて１つ以上の機
能膜で被覆され、かつ、好ましくは１００～２００ｎｍ厚さの副層、好ましくはシリカの
副層で被覆された基材の表面から始めて、２０～６５ｎｍの厚さを持ち、高い屈折率を持
つ層、好ましくはジルコニアの層と、１０～３０ｎｍの厚さを持ち、低い屈折率を持つ層
、好ましくはシリカの層と、５～７５ｎｍの厚さを持ち、高い屈折率を持つ層、好ましく
はジルコニアの層と、２０～７５ｎｍの厚さを持ち、高い屈折率を持つ層、好ましくはチ
タニウムの層と、必要に応じて、３～１０ｎｍ、好ましくは４～８ｎｍの厚さを持つ導電
層と、６０～８５ｎｍの厚さを持ち、低い屈折率を持つ層、好ましくはシリカの層と、を
有する。
【００５６】
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　本発明の好適実施形態では、本発明の光学部品の前面は、また、その後面に設けられて
いるものとは異なる、従来型の反射防止膜で被覆されている。
　このケースでは、光学部品の前面を、基材の後面のものより、可視領域において、より
有効な反射防止膜で被覆することを可能にする。こうして、好適実施形態では、光学部品
の前面は、反射防止膜で被覆され、その結果、この前面の可視領域の平均反射率Ｒｍは、
０．８％未満であり、より好ましくは、０．８％未満である。好ましくは、この前面の平
均光反射率ＲＶは、０．８％未満であり、より好ましくは、０．８％未満である。さらに
好ましくは、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格に従って定義された重み関数Ｗ（λ）
によって重み付けされた、２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の平均光反射率ＲＵＶは、光学
部品の後面においてより、前面において高い（好ましくは、５％より大きい）。
【００５７】
　好適実施形態では、光学部品の前面（凸）に対する、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　
規格に従って定義された重み関数Ｗ（λ）によって重み付けされた、４５°の入射角に対
しての２８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の平均反射率ＲＵＶは、７％超であり、より好まし
くは８％超であり、さらにより好ましくは１０％超であり、最も好ましくは１２％超であ
る。
　ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格に従って定義された重み関数Ｗ（λ）によって重
み付けされた、光学部品の前面（凸）に対する、４５°の入射角に対しての２８０ｎｍと
３８０ｎｍとの間の平均反射率ＲＵＶは、好ましくは、１５％超の値、より好ましくは２
０％超の値、さらにより好ましくは３０％超の値を持っても良い。
【００５８】
　被膜が使用され、その皮膜が、前面について、ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格に
従って定義された重み関数Ｗ（λ）によって重み付けされた、４５°の入射角に対する２
８０ｎｍと３８０ｎｍとの間の平均反射率ＲＵＶを持ち、それが５％超であり、かつ、こ
こで上述された好適範囲内である時に、それと共に、後面について、それに加えて、以下
の好適な特徴を持つ、（追記された請求項に限定されているような）本発明の反射防止膜
を組み合わせることは好適である。
　前記後面の平均反射率は、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の少なくとも２０％に亘
って、３０°の入射角及び４５°の入射角に対して、５％超であり、より好ましくは６％
超であり、さらにより好ましくは８％超である。
【００５９】
　もう１つ他の好適実施形態では、後面について、２８０ｎｍ～２９５ｎｍの波長範囲の
少なくとも７０％に亘って、好ましくは少なくとも８０％に亘って、さらにより好ましく
は１００％に亘って、１５°の入射角に対して、１０％超であり、好ましくは１５％超で
ある。
　さらにもう１つ他の好適実施形態では、後面について、２８０ｎｍ～２９０ｎｍの波長
範囲の少なくとも７０％に亘って、好ましくは少なくとも８０％に亘って、さらにより好
ましくは１００％に亘って、１５°の入射角に対して、１０％超であり、好ましくは１５
％超である。
【００６０】
　前面の反射防止膜は、高屈折率を持つ少なくとも１つの層と低屈折率を持つ少なくとも
１つの層との積層体を有することが好ましい。
　しかしながら、光学部品の前面について、本願において述べられたような紫外線防止、
反射防止膜を適用することは可能である。その際、光学部品の前面及び後面の紫外線防止
、反射防止膜は、同じであっても良いし、異なっていても良い。
　本発明の一実施形態では、光学部品の前面は、本発明に係る紫外線防止、反射防止膜で
被覆されない。
【００６１】
　紫外線防止、反射防止膜は、直接、生のまま基材上に堆積されても良い。いくつかの応
用では、基材の主面が、本発明の反射防止膜を堆積するのに先立って、１以上の機能膜で
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堆積されているのが好ましい。光学の分野で従来より用いられているこれらの機能膜は、
限定が無く、耐衝撃性プライマ層、耐摩耗性被膜及び／又は耐引っ掻き性被膜、偏光被膜
、フォトクロミック被膜、又は、着色被膜であっても良い。
　好ましくは、眼鏡レンズは、如何なるフォトクロミック被膜も有していない、かつ／又
は、フォトクロミック基材を有していない。
【００６２】
　その上に反射防止膜が堆積されるであろう、基材の前主面及び／又は後主面は、一般に
、耐衝撃性プライマ層、摩耗防止及び／又は引っ掻き防止被膜、又は、摩耗防止及び／又
は引っ掻き防止被膜で被覆された耐衝撃性プライマ層で被覆されている。
　本発明の紫外線防止、反射防止膜は、摩耗防止及び／又は引っ掻き防止被膜上に堆積さ
れるのが好ましい。摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜は、眼鏡レンズの分野において
摩耗防止及び／又は引っ掻き防止被膜として従来より用いられているいかなる層であって
も良い。
【００６３】
　摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜は、好ましくは、ポリ（メタ）アクリレート又は
シランをベースとし、一般に、一度硬化した被膜の硬さ、及び／又は、屈折率を向上させ
る目的で、１以上の無機フィラーを有する硬質被膜である。
　硬質摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜は、例えば、塩酸溶液、及び、必要に応じて
、縮合及び／又は硬化触媒による加水分解から得られる、少なくとも１つのアルコキシシ
ラン、及び／又は、それらを加水分解物を有する組成物により調製されるのが好ましい。
　本発明において推奨される適切な被膜としては、フランス特許ＦＲ　２７０２４８６（
ＥＰ　０６１４９５７）、米国特許ＵＳ　４２１１８２３及びＵＳ　５０１５５２３の中
に記載されるもののような、エポキシシラン加水分解物をベースとする被膜が含まれる。
【００６４】
　好適な摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜組成物は、本出願人の名前のフランス特許
ＦＲ　２７０２４８６中に開示された組成物である。該組成物は、エポキシトリアルコキ
シシラン及びジアルキルジアルコキシシラン加水分解物、コロイダルシリカ、及び必要触
媒量のアルミニウムアセチルアセトネートのようなアルミニウムベースの硬化触媒を有し
、残部は、基本的に、該組成物を形成するのに従来用いられる溶媒から構成される。用い
られる加水分解物は、γ―グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（ＧＬＹＭＯ）及び
ジメチルジエトキシシラン（ＤＭＤＥＳ）が好ましい。
【００６５】
　摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜組成物は、ディップ又はスピンコーティングによ
り、基材の主面上に堆積してもよい。次に、それは、適した方法で（好ましくは、熱、又
は、ＵＶ照射を用いて）硬化される。
　摩耗防止及び／又は耐引っ掻き性被膜の厚さは、一般に、２～１０μｍ、好ましくは、
３～５μｍに変化する。
【００６６】
　耐摩耗性及び／又は耐引っ掻き性被膜を堆積する前に、最終製品において、耐衝撃性及
び／又はそれに続く層との接着性を向上させるために、基材上にプライマ被膜を塗布する
こともできる。この被膜は、眼鏡レンズのような透明高分子材料の部品に従来より用いら
れているいかなる耐衝撃性プライマ層であってもよい。
　好適なプライマ組成物としては、日本特許出願公開ＪＰ　６３－１４１００１及びＪＰ
　６３－８７２２３に記載されているような、熱可塑性ポリウレタンをベースとする組成
物、米国特許ＵＳ　５，０１５，５２３に記載されているような、ポリ（メタ）アクリル
酸のプライマ組成物、ＥＰ特許ＥＰ　０４０４１１１に記載されているような、熱硬化性
ポリウレタンをベースとする組成物、米国特許ＵＳ　５，３１６，７９１及びＥＰ特許Ｅ
Ｐ　０６８０４９２に記載されているような、ポリ（メタ）アクリル酸ラテックス又はポ
リウレタン型ラテックスをベースとした組成物が含まれる。
【００６７】



(17) JP 6117109 B2 2017.4.19

10

20

30

40

50

　好適なプライマ組成物は、ポリウレタンをベースとする組成物、及びラテックス、特に
、必要に応じてポリエステル単位を含む、ポリウレタン型ラテックスをベースとする組成
物である。
　本発明において適切に使用される商業的に利用可能なプライマ組成物としては、Ｗｉｔ
ｃｏｂｏｎｄR　２３２、ＷｉｔｃｏｂｏｎｄR　２３４、ＷｉｔｃｏｂｏｎｄR　２４０
、ＷｉｔｃｏｂｏｎｄR　２４２、ＮｅｏｒｅｚR　Ｒ－９６２、ＮｅｏｒｅｚR　Ｒ－９
７２、ＮｅｏｒｅｚR　Ｒ－９８６及びＮｅｏｒｅｚR　Ｒ－９６０３のような組成物が含
まれる。
　また、そのようなラテックスを組み合わせを、特に、ポリウレタン型ラテックス及びポ
リ（メタ）アクリル酸ラテックスを組み合わせを、プライマにおいて用いても良い。
【００６８】
　そのようなプライマ組成物は、ディップ又はスピンコーティングにより部品の主面上に
堆積されてもよく、その後、硬化後の厚さが０．２～２．５μｍ、好ましくは、０．５～
１．５μｍとなるようなプライマ層を形成するために、少なくとも７０℃、かつ１００℃
まで、好ましくは、約９０℃の温度で、２分～２時間の時間範囲、一般には約１５分で乾
燥される。
　本発明に係る光学部品は、また、反射防止膜上に形成された被膜を有していてもよく、
疎水性及び／又は疎油性被膜（防汚トップコート）のように、その表面性能を改変可能で
あってもよい。これらの被膜は、反射防止膜の外層上に堆積されるのが好ましい。概して
、それらの被膜の厚さは、１０ｎｍ以下であり、好ましくは、１～１０ｎｍの範囲、より
好ましくは、１～５ｎｍの範囲である。
【００６９】
　一般に、フルオロシラン又はフルオロシラザーネ型被膜がある。それらは、好ましくは
、単位分子あたりに少なくとも２つの加水分解基を含む、フルオロシラン又はフルオロシ
ラザーネ前駆体を堆積することによって形成されても良い。フルオロシラン前駆体は、好
ましくは、フルオロポリエーテル半部を有し、より好ましくは、ペルフルオロポリエーテ
ル半部を有する。これらのフルオロシランは、他者の間に、周知であり、米国特許ＵＳ 
５，０８１，１９２、ＵＳ　５，７６３，０６１、ＵＳ　６，１８３, ８７２、ＵＳ　５
，７３９, ６３９、ＵＳ　５，９２２，７８７、ＵＳ　６，３３７，２３５、ＵＳ ６，
２７７，４８５及びＥＰ特許ＥＰ　０９３３３７７内に、記載されている。
【００７０】
　好ましい疎水性及び／又は疎油性被膜組成物は、商品名ＫＰ　８０１ＭRの下に、信越
化学工業株式会社から販売されている。もう１つ他の好適な疎水性及び／又は疎油性被膜
組成物は、商品名ＯＰＴＯＯＬ　ＤＳＸRの下に、ダイキン工業株式会社から販売されて
いる。それは、ペルフルオロプロピレン基を有するフッ素化樹脂である。
　疎水性被膜の代わりに、かぶり防止性を与える親水性被膜、又は、界面活性剤と関連す
る際に、かぶり防止性を与える、かぶり防止前駆体被膜を用いてもよい。そのような、か
ぶり防止前駆体被膜の例は、特許出願公開ＷＯ　２０１１／８０４７２に記載されている
。
【００７１】
　典型的に、本発明に係る眼鏡レンズは、後面上に、本発明に係る耐衝撃プライマ層、摩
耗防止及び耐引っ掻き性層、紫外線防止、反射防止膜で、疎水性及び／又は疎油性被膜で
、又は、かぶり防止性を与える親水性被膜又はかぶり防止前駆体被膜で、連続して被覆さ
れた基材を有する。本発明に係る眼鏡レンズは、眼鏡用眼科レンズ（眼鏡レンズ）、又は
眼鏡レンズ用ブランクであるのが好ましい。このレンズは、偏光レンズ、フォトクロミッ
クレンズ、又はソーラーレンズでもよく、着色されていてもよく、矯正されていても、さ
れていなくてもよい。
　光学部品の基材の前面は、耐衝撃プライマ層、耐摩耗性層及び／又は耐引っ掻き性層、
本発明に係る紫外線防止、反射防止被膜であっても良く、又は、で無くても良い反射防止
膜で、かつ、疎水性及び／又は疎油性被膜で、連続して被覆されていてもよい。
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【００７２】
　一実施形態では、本発明に係る光学部品は、可視光を吸収しない、又は、あまり吸収し
ない、そして、それは、本願の明細書中においては、可視領域の透過率τＶ、また、可視
領域の相対透過率とも呼ばれるが、それは、９０％超、より好ましくは、９５％超、さら
に好ましくは、９６％超、最も好ましくは、９７％超であることを意味する。
　透過率τＶは、国際標準定義（ＩＳＯ　１３６６６：１９９８　規格）により定義され
ていると理解されるべきであり、ＩＳＯ　８９８０－３　規格に従って測定される。それ
は、波長３８０～７８０ｎｍの範囲において定義されている。
　本発明に従って被覆された部品の光吸収率は、１％以下であるのが好ましい。
【００７３】
　国際表色系ＣＩＥ　Ｌ＊ａ＊ｂ＊における、本発明の光学部品の測色係数は、標準光源
Ｄ６５及び観察者（入射角１５°）を考慮に入れて、３８０ｎｍと７８０ｎｍとの間で計
算される。色相角に関しては、限定なく反射防止膜を用意することができる。しかしなが
ら、色相角ｈは、１２０～１５０の間で変化させるのが好ましく、こうして、緑反射を持
つ被膜となり、そして、彩度Ｃ＊は、１５未満が好ましく、より好ましくは、１０未満で
ある。色相角が、２３５°～２６５°の範囲（青）に対して、１２０°～１５０°の範囲
（緑）内にある時に、可視領域及び紫外領域において、その性能が最適化された反射防止
膜を得ることは、実に難しい。
　一実施形態において、彩度Ｃ＊は、９超である。この場合に、本発明者は、眼鏡レンズ
が大きな測色信頼性を持つことを観測した、即ち、色相角ｈ及び彩度Ｃ＊が、時間がたっ
ても極めて安定していた。
【実施例】
【００７４】
　以下に、本発明の詳細な実施例を説明するが、この様式に限定されるものではない。
　実施例
　１．一般的な手順
　本実施例において使用された光学部品は、エシロール（ＥＳＳＩＬＯＲ）社のＯＲＭＡ
Rレンズ基材を有し、このレンズ基材は、直径６５ｍｍ、屈折率１．５０、倍率－２．０
０ジオプトリ、及び厚さ１．２ｍｍであり、その後面上に、ＥＰ特許第０６１４９５７号
の実施例３（屈折率１．４７、厚さ３．５μｍ）に開示され、ＧＬＹＭＯ及びＤＭＤＥＳ
、コロイダルシリカ及びアルミニウムアセチルアセトネートの加水分解化合物に基づいた
耐摩擦性、耐引っ掻き性被膜（ハードコート）が被覆され、その後、本発明に係る反射防
止膜が被覆されたものである。
【００７５】
　前記耐摩擦性、耐引っ掻き性被膜は、重量で、ＧＬＹＭＯ　２２４部、０．１ＮＨＣｌ
　８０．５部、ＤＭＤＥＳ　１２０部、メタノール中の３０重量％のコロイダルシリカ　
７１８部、アルミニウムアセチルアセトネート　１５部、及びエチルセロソルブ　４４部
を有する組成物を堆積し、かつ、硬化することによって得られた。この組成物は、また、
３Ｍ社製の界面活性剤ＦＬＵＯＲＡＤＴＭ　ＦＣ－４３０Rを、組成物全重量に対して重
量で０．１％含有していた。
　反射防止膜の複数の層は、基材を加熱することなく、真空下での蒸着（蒸着源：電子銃
）によって堆積された。
【００７６】
　堆積フレームは、レイボルド（Ｌｅｙｂｏｌｄ）１１０４マシンであり、酸化物を蒸発
させるための電子銃（ＥＳＶ１４　（８ｋＶ））を装備し、アルゴンイオン（ＩＰＣ）を
用いた基材の表面を準備するために予備フェーズ用イオン銃（コモンウェルス　マーク　
ツー（Ｃｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈ　Ｍａｒｋ　II））を備えている。
　複数の層の厚さは、水晶微量天秤を用いて制御された。スペクトル測定は、ＵＲＡ　ア
クセサリ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｒｅｆｌｅｃｔａｎｃｅ　Ａｃｃｅｓｓｏｒｙ）を持つ
可変入射スペクトロメータ　パーキン－エルマラムダ（Ｐｅｒｋｉｎ－Ｅｌｍｅｒ　Ｌａ
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ｍｂｄａ）　８５０によって行われた。
【００７７】
　２．試験手順
　光学部品を作製する方法は、その後面上に耐摩擦性、耐引っ掻き性被膜で被覆された基
材を真空蒸着室に導入する工程と、高真空が得られるまで真空引きする工程と、アルゴン
イオンビームを使って基材の表面を活性化し、イオン放射を停止し、耐摩擦性、耐引っ掻
き性被膜上に副層を、その後、続いて、連続的な蒸着によって反射防止膜の種々の層を形
成する工程と、最後に、換気工程とを有する。
【００７８】
　３．結果
　実施例１～２６において得られた眼鏡レンズの構造的特徴及び光学的性能は、以下に詳
細に説明される。副層は、グレイの色である。用意されたいくつかの光学部品の２８０ｎ
ｍと７８０ｎｍとの間の反射率のグラフが、種々の入射角で図１～図４に示されている。
　平均反射率の値は、後面の値である。反射率Ｒｍ及びＲＶは、１５°の入射角に対して
与えられている。
【００７９】
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【表２】

【００８０】
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【表３】

【００８１】
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【表４】

【００８２】
　本発明の光学部品は、紫外領域における反射防止性能に有害な影響を与えることなく（
３０°の入射角に対してＲＵＶ≦４．２６％、及び４５°の入射角に対してＲＵＶ≦４．
７１％）、可視領域において極めて良好な反射防止特性を持つことが観察され得る。本発
明の眼鏡レンズの紫外領域における反射レベルは、３０°又は４５°の入射角に対して、
生のままのＯＲＭＡR基材のそれよりより低いままである（以下の比較例参照）。
【００８３】
　さらに、実施例１～２６において得られた眼鏡レンズは、卓越した透明特性、摩擦及び
引っ掻きに対する良好な耐性、及び表面への機械的なストレスが続く、熱水滴下処理に対
する良好な耐性を持つ。基材に対する被膜の接着も、また、極めて満足できるものである
。
　本発明に係るもう１つ他の実施例は、ＺｒＯ２（１８．９ｎｍ）／Ｌ５　物質（２２．
５ｎｍ）／ＺｒＯ2（９４．７ｎｍ）／ＩＴＯ（６．５ ｎｍ）／Ｌ５　物質（７７．４ｎ
ｍ）積層体である（Ｒｍ＝０．７７％；ＲＶ ＝０．８０％、ＲＵＶ（４５°）＝３．５
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【００８４】
　比較例
　昨今、市場において非常に広まっている反射防止膜を備えた４つのレンズの後面におけ
る反射防止性能が、決定され、以下の表に与えられている。
【００８５】
【表５】

【００８６】
　商業的に利用可能な反射防止レンズは、極めて高い値に達する、紫外領域の反射率につ
いて関心が払われておらず、可視領域における反射率を最小化する設計が成されているこ
とが観察され得るであろう。さらに、故意の全反射防止膜は、如何なる反射防止膜も欠如
している生のままのレンズと比較して、装着者の後ろから来るＵＶ放射線をより強く反射
する。
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